
第３号様式 

 所 得 金 額 計 算 書  
 

申請者氏名               
 
１ R7 年分所得金額の計算（児童手当・児童扶養手当の額も含めてご記入ください） 

収入のある 
人の氏名 

職  業 ①収入金額 
②必要経費 

（※下記控除額参照） 
③ 所得金額 
（①―②) 

 ☐給与（年金等含む） 万円 万円 万円 

□商・工業・個人経営 万円 万円 万円 

☐児童手当・児童扶養手当 万円  万円 

☐その他 万円  万円 

 ☐給与（年金等含む） 万円 万円 万円 

□商・工業・個人経営 万円 万円 万円 

☐児童手当・児童扶養手当 万円  万円 

□その他 万円  万円 

 ☐給与（年金等含む） 万円 万円 万円 

□商・工業・個人経営 万円 万円 万円 

☐児童手当・児童扶養手当 万円  万円 

☐その他 万円  万円 
 

④所得金額計（③の合計） 万円 
 
※「控除額」の計算方法（給与収入の場合） 

収入金額（万円未満切捨て） 控除額（万円未満切上げ） 

２６８万円未満の場合 全額 

２６８万円以上４００万円以下 年間給与収入金額×０．２＋２１４万円 

４０１万円以上７８１万円以下 年間給与収入金額×０．３＋１７４万円 

７８２万円以上 ４０８万円 

 
２ 特別控除額の計算（裏面別表参照） 
 ⑴ 世帯に就学者（育英金対象者を除く）はいますか  ☐いいえ  ☐はい 

就学者氏名 在学校 通学別 控除額 

 国公立・私立(学校名) 自宅・自宅外 万円 

 国公立・私立(学校名) 自宅・自宅外 万円 

 国公立・私立(学校名) 自宅・自宅外 万円 

合  計 万円 
  

 ⑵ 世帯に障がいのある人がいますか      ☐いいえ ☐はい → 
  （「はい」の場合は証明書を提出すること。） 

万円 

 
 ⑶ 世帯に長期療養中の人がいますか      ☐いいえ ☐はい → 

（「はい」の場合は証明書を提出すること。） 
万円 

 
 ⑷ 主として家計を支えている人が別居していますか ☐いいえ ☐はい → 
  （「はい」の場合は証明書を提出すること。） 

万円 

 
⑤特別控除額合計 万円 

 

３ 所得金額の計算 

 ④所得金額合計     万円－⑤特別控除額合計     万円＝所得金額     万円 
 

⑥世帯所得金額 万円 

                  ※⑥世帯所得金額が、別表に掲げる収入基準額以下であること。 



別表 

１．特別控除額 

特別の事情 特別控除額 

就学者のいる世帯の場合 

（児童・生徒・学生１人につき） 

小学校                  ３１万円 

中学校                  ４６万円 

 自宅通学 
自宅外 

通学 

高等学校 
国・公立 ３９万円 ６９万円 

私立 ８８万円 １１８万円 

高等専門学校 

国・公立 

(1～3 年) 
３９万円 ６９万円 

国・公立 

(4､5 年､ 

専攻科) 

４３万円 ７２万円 

私立 

(1～3 年) 
８８万円 １１８万円 

私立 

(4､5 年､ 

専攻科) 

８７万円 １１６万円 

大学 
国・公立 ７４万円 １２１万円 

私立 １３３万円 １８０万円 

専
修
学
校 

高等課程 
国・公立 ３９万円 ６９万円 

私立 ８８万円 １１８万円 

専門課程 
国・公立 ３６万円 ８１万円 

私立 １０２万円 １４７万円 

障害者のいる世帯の場合 
障害者１人につき             ９９万円

（障害者手帳の写しなどの証明書類必要） 

長期療養者のいる世帯の場合 
療養のため経常的に特別な支出をしている金額（証明書類

必要） 診療代、治療代、医薬品代等に限る。 

主たる家計支持者が別居して

いる世帯の場合 

別居のために特別に支出している年間金額（証明書類必要）

ただし、７１万円を限度とする。住居費、光熱水費等に限

る。 

※特別の事情に二つ以上該当するときは、該当する控除額をすべて控除できます。 

※育英金の対象となる生徒については特別控除の対象となりません。 

 
２．収入基準額 

区   分  収入基準額 

世帯人員 ２人 １６５万円 

３人 １９０万円 

４人 ２０６万円 

５人 ２２１万円 

６人 ２３４万円 

７人 ２４６万円 

８人以上    ２５７万円 
（１人増す毎に、これに１１万円を加算する。） 

 


